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問 合 せ 先 　取締役管理本部長　太田　寛

　（ＪＡＳＤＡＱ・コード番号 ６８９８）   

（ＴＥＬ　０８５７－２２－８４４１） 

特別利益・特別損失の計上及び業績予想の修正に関するお知らせ

記

　当社は、平成23年３月14日開催の取締役会において、特別利益・特別損失を計上することを
決議いたしました。また、これに伴い最近の業績の動向等を踏まえ、平成22年12月６日の第３
四半期決算発表時に公表した平成23年１月期の業績予想を下記のとおり修正いたしますのでお
知らせいたします。

１．特別利益の計上について

２．特別損失の計上について

　　平成23年１月期第４四半期連結会計期間において、当社が保有する外国債券等の売却に伴
　い、投資有価証券売却益９百万円を特別利益として計上することといたしました。

記

( )投資有価証券売却損

(1)投資有価証券売却益について

(1)投資有価証券売却損について

　　平成23年１月期第４四半期連結会計期間において、当社が保有する外国投資信託等の売却
　に伴い、投資有価証券売却損が発生したため、特別損失として投資有価証券売却損８百万円
　を計上することといたしました。

(2)関係会社株式評価損について
　　当社が保有する関係会社株式のうち、連結子会社であるTOMITAELECTRONICS(ZHUHAI)LTD.
の業績不調により 株式の実質価額が著しく低下しているため 減損処理による関係会社株

(3)その他の特別損失について

　　平成23年１月期第４四半期連結会計期間において、減損損失３百万円を特別損失として
　計上することといたしました。

　の業績不調により、株式の実質価額が著しく低下しているため、減損処理による関係会社株
　式評価損366百万円を特別損失として計上することといたしました。
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３．業績予想の修正について
(1) 平成23年1月期 通期連結業績予想数値の修正　（平成22年 2月 1日 ～ 平成23年 1月31日 ）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 1株当たり当期
純利益

百万円 百万円 百万円 百万円 円 銭
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百万円 百万円 百万円 百万円 円　銭 

前回発表予想(Ａ) 1,581 △ 179 △ 140 △ 308 △ 46.73 

今回修正予想(Ｂ) 1,602 △ 205 △ 187 △ 365 △ 55.42 

増減額(Ｂ－Ａ) 20 △ 25 △ 46 △ 57 

増減率(%) 1.3 ―　 ―　 ―　

(ご参考)前期実績
（平成22年1月期）

1,322 △ 671 △ 599 △ 928 △ 140.60 
（平成22年1月期）

,  △  △  △  △ .  

修正の理由
　通期連結業績予想は、国内における価格改定並びに産業機器分野での市場回復により20百万円
増加する見込です。営業損益は海外での人件費並びに経費の増加により、損失が25百万円増加す
る見込です。経常損益は円高に伴う為替差損により、損失が46百万円増加する見込です。当期純
損失は上記の理由に加え、投資有価証券売却損の発生により、損失が57百万円増加する見込で
す。

(2) 平成23年1月期 通期個別業績予想数値の修正　（平成22年 2月 1日 ～ 平成23年 1月31日 ）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 1株当たり当期
純利益

百万円 百万円 百万円 百万円 円　銭 

前回発表予想(Ａ) 1,478 △ 113 △ 64 △ 236 △ 35.87 

今回修正予想(Ｂ) 1,536 △ 88 △ 63 △ 616 △ 93.34 今回修 予想( ) ,

増減額(Ｂ－Ａ) 57 24 1 △ 379 

増減率(%) 3.9 ―　 ―　 ―　

(ご参考)前期実績
（平成22年1月期）

1,262 △ 399 △ 311 △ 654 △ 99.05 

修正の理由
通期個別業績予想は 国内における価格改定並びに産業機器分野での市場回復により57百万円　通期個別業績予想は、国内における価格改定並びに産業機器分野での市場回復により57百万円

増加する見込です。営業損益は生産の効率化により、損失が24百万円減少する見込です。経常損
益は営業損益面での改善があったものの、円高に伴う為替差損により、損失が1百万円減少とな
る見込です。当期純損失は上記の理由に加え、投資有価証券売却損並びに関係会社株式評価損の
発生により、損失が379百万円増加する見込です。

（注意事項）
　上記に記載した予想は、作成日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり実際
の業績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。

以　上
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